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次の3件の助成金の変更についてご案内致します。
1.中小企業基盤人材確保等助成金

内容
成長分野等（健康、環境分野）の業種において創業・異業種進出等に伴いその事業の基盤となる人材を雇い入れた場合に支給。

助成額
基盤人材※1人あたり140万円（5人迄）
※基盤人材とは、以下のア、イ両方に該当する者をいう

ア．次の(1)、(2)、いずれかに該当する者

(1)事務的・技術的な業務の企画・立案、指導を行うことができる専門知識を有する者

(2)部下を指揮・監督する業務に従事する係長相当職以上の者

イ．申請事業主において、年収350万円以上(臨時給与、特別給与等臨時に支払われた賃金及び3ヶ月を超えるごとに支払われる賃金を除く)の賃金で雇い入れられる者
◆変更点


2.中小企業子育て支援助成金

内容
中小企業で18年4月以降初めて育児休業取得者が出た場合に支給。

◆変更点

3.均衡待遇・正社員化推進奨励金
内容
パートタイマー・有期契約労働者と正社員との待遇を均衡がとれたものにするため、正社員への転換制度等※を労働協約や就業規則に定め、実際に制度を運用した事業主に対して支給。

※正社員転換制度、正社員と共通の処遇制度、正社員と共通の教育訓練制度、パート・有期雇用者への健康診断実施
助成額
企業規模や導入する制度により異なる。
	制度内容
	支給額

（中小企業）
	支給額

（大企業）

	正社員転換制度
	40万円（対象者1人目）

+

20万円（対象者2～10人目）

（母子家庭の母等30万円）
	30万円（対象者1人目）

+

15万円（対象者2～10人目）

（母子家庭の母等25万円）

	正社員と共通の処遇制度を導入
	60万円
	50万円

	正社員と共通の教育訓練制度を導入
	40万円
	30万円

	短時間正社員制度を導入
	40万円（対象者1人目）

+

20万円（対象者2～10人目）

（母子家庭の母等30万円）
	30万円（対象者1人目）

+

15万円（対象者2～10人目）

（母子家庭の母等25万円）

	パート・有期雇用者への健康診断実施
	40万円（延べ4名以上実施）
	30万円（延べ4名以上実施）


 ハローワークでは、今回の地震で被害や影響を受けた、会社や従業員の方の支援のため、「震災特別相談窓口」を設けました。行われる支援内容は以下の通りです。

1. 被災者雇入れに関する助成金の拡充
　60才以上の方を、ハローワークを通して雇用した場合、90万円（週30時間以上勤務の場合。20時間以上30時間未満の場合は60万円）がもらえる助成金（特定求職者雇用開発助成金）がありますが、震災被災者はこの年齢制限を撤廃するようです。発表されたばかりのため、それ以外の要件等は現在確認中です。

その他震災被災者を対象とした雇入れに対する助成金制度が今後新設されるようです。わかり次第ご紹介いたします。
2.雇用保険基本手当（失業保険）に対する特例措置
　特定された地域にある会社が災害を受けて休止したために休業を余儀なくされ、労働の意思能力があるにもかかわらず、就労ができず賃金を受け取ることができない場合、実際に離職していなくても基本手当（失業保険）を受給できます。ただし、これまでの被保険者期間が白紙になるため注意が必要です。
3.雇用調整助成金等の特例措置

　災害救助法適用地域は、3ヶ月の売上高・生産量の平均値が低下した場合、という支給要件が、1ヶ月に緩和されます
4.職業相談、職業紹介等の実施

(1)被災求職者に対する職業相談・紹介

(2)他地域での新たな就業機会を希望する方に対する求人の確保・提供
Ｑ＆Ａなぜなにどうして？

Ｑ；今回の地震のように勤務中に大規模な地震が発生してケガをした場合、労災として取り扱ってもらえるのでしょうか？
Ａ；労災として認められるには、そのケガをしたとき、①業務遂行性（仕事中であること）があるかに加え、そのケガに②業務起因性があることが必要です。
②業務起因性とは、ケガの原因が仕事であることをさします。（「事業主の支配下にあるための危険が現実化した」といいます）
天災地変による災害は、この業務起因性が原則認められないため労災とはされません。しかし、仕事の性質や内容、作業条件・環境、事業場施設の状況からみて、天災地変に際して災害を被りやすいとみなされた場合には労災と認められます。
例）崖の下で道路工事を行っていたところ地震があり、崖崩れがおこってケガをした
→崖崩れが起こりうる危険な環境下での仕事であるとされ、労災とされる
今回の地震については、上記例のような環境でなくても、被災地全体が地震によって建物が倒壊したり、津波にのみ込まれる可能性のある危険な環境とみなし、その環境下で仕事をおこなっていたためにケガをした、と考え労災と認めると判断したようです。
従って、今回の地震による勤務中のケガは、勤務中であれば労災として認められるでしょう。通勤災害も同様に考えられます。
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助成金の変更点について





対象業種を成長分野等（健康、環境分野）に限定。（今までは業種の限定なし）　
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(1)支給対象者


　平成23年9月30日までに育児休業を終了し、復職後1年継続勤務をした方(2)支給額の変更


1人目　70万円（変更前　100万円）


2人目　50万円（変更前　 80万円）











東北地方太平洋沖地震にかかわる雇用対策について
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